
 

 

 

 

平成１７年度 

事業報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校法人 岐阜経済大学 



 
目 次 

 

Ⅰ．法人の概要 

１． 学校法人の沿革（概要） ・・・・・・・・ 1 

２． 組織図 ・・・・・・・・ 2 

３． 役員（理事・評議員）に関する事項 ・・・・・・・・ 3 

４． 教員数 ・・・・・・・・ 4 

５． 事務職員数 ・・・・・・・・ 4 

 

Ⅱ．事業の概要 

１． 当年度の事業の概要 ・・・・・・・・ 5 

２． 設備の状況 ・・・・・・・・ 7 

 

Ⅲ．財務の概要 

１． 平成１７年度決算の状況 ・・・・・・・・ 9 

２． 経年比較 ・・・・・・・・14 

 



Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革（概要） 

 

昭和 42年 1月 23日 

 

昭和 42年 4月 1日 

昭和 43年 2月 3日 

 

昭和 43年 3月 15日 

昭和 43年 4月 1日 

 

昭和 44年 3月 3日 

昭和 51年 2月 28日 

 

 

昭和 58年 4月 1日 

昭和 60年 4月 1日 

昭和 60年 12月 25日 

昭和 61年 4月 1日 

昭和 62年 3月 31日 

昭和 62年 4月 1日 

平成 2年 12月 21日 

平成 5年 12月 21日 

 

平成 6年 4月 1日 

 

 

平成 11年 10月 22日 

平成 11年 12月 22日 

平成 12年 4月 1日 

平成 12年 12月 21日 

平成 13年 4月 1日 

 

 

 

平成 14年 4月 1日 

 

平成 15年 7月 1日 

 

平成 16年 4月 1日 

 

 

 

 

平成 18年 4月 1日 

学校法人岐阜経済大学および岐阜経済大学経済学部第一部経済学科 

（入学定員 200人、総定員 800人）の設置認可 

岐阜経済大学経済学部第一部経済学科開設 

同   経済学部第二部経済学科 

（入学定員 200人、総定員 800人）の設置認可 

経済学部第一部および同二部教員養成課程認定 

経済学部第二部経済学科開設 

経済学部第一部および同二部に教員養成課程開設 

教員養成課程「聴講生課程」設置認定 

学生定員変更届 

（経済学部第一部 入学定員 300人、総定員 1,200人、経済学部第二部 入学定員

100人、総定員 400人） 

経済学部第二部経済学科学生募集停止 

学生定員変更（経済学部第一部 入学定員 450人、総定員 1,800人） 

経済学部第一部産業経営学科（入学定員 150人、総定員 600人）の設置認可 

経済学部第一部産業経営学科開設 

経済学部第二部経済学科廃止認可 

経済学部第一部を経済学部に改称 

経済学部産業経営学科期間付学生定員増認可（期間付入学定員 100人） 

経営学部産業経営学科［入学定員 150人、収容定員 600人（期間付入学定員 100

人）］ 

および経営情報学科（入学定員 100人、収容定員 400人）の設置認可 

経営学部産業経営学科および経営情報学科開設 

経済学部産業経営学科募集停止 

経済学部コミュニティ福祉政策学科（入学定員 100人、収容定員 400人）の設置

認可 

経営学部産業経営学科臨時的入学定員の延長認可（平成 16年までの期間付入学定

員 50人） 

経済学部コミュニティ福祉政策学科開設 

岐阜経済大学大学院経営学研究科設置認可 

経済学部経済学科の入学定員を 300人に変更 

経営学部産業経営学科をビジネス戦略学科に改称 

大学院経営学研究科経営学専攻修士課程開設（入学定員 10人） 

留学生別科開設（入学定員 30人） 

経営学部ビジネス戦略学科の臨時的入学定員の廃止認可 

（平成 16年度までの期間付入学定員 50人を平成 13年度までとする） 

地域連携推進センター設置 

経済学部経済学科の入学定員を 180人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 75人に変更 

経営学部ビジネス戦略学科の入学定員を 75人に変更 

大学院経営学研究科経営学専攻修士課程の入学定員を 20人に変更 

経営学部スポーツ経営学科(入学定員 70人、収容定員 280人)の開設 

経営学部ビジネス戦略学科募集停止 

経済学部経済学科の入学定員を 150人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 70人に変更 

経営学部経営情報学科の入学定員を 90人に変更 
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２．組織図 
平成１８年３月３１日現在 
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３．役員（理事・評議員）に関する事項 

平成１８年３月３１日現在

役員名 氏　 名 現　職　 理事・監事就任年月日 評議員就任年月日

理　事　長 土屋　 嶢 （株）大垣共立銀行　取締役頭取 平成10年3月3日 平成10年3月3日

理事・評議員 古田　 肇 岐阜県知事 平成17年3月8日 平成17年3月8日

理事・評議員 小川　 敏 大垣市長 平成13年5月28日 平成13年5月28日

理事・評議員 遠藤　 優 イビデン（株）顧問 平成9年7月8日 平成9年7月8日

理事・評議員 田口　義嘉壽西濃運輸（株）代表取締役会長 平成10年11月17日 平成10年11月17日

理事・評議員 小川　信也 太平洋工業（株）代表取締役社長 平成15年5月31日 平成15年5月31日

理事・評議員 河合　進一 河合石灰工業（株）取締役社長 平成9年5月28日 平成9年5月28日

理事・評議員 堀　 冨士夫 （株）デリカスイト　代表取締役 平成17年5月27日 昭和58年5月31日

理事・評議員 岩井　豊太郎岐阜県議会議員 平成3年5月31日 平成3年5月31日

理事・評議員 高畑　正 大垣市議会議長 平成17年5月27日 平成17年5月27日

理事・評議員 黒川　博 岐阜経済大学　学長 平成15年2月1日 平成14年2月26日

理事・評議員 石原　健一 岐阜経済大学　経済学部長 平成15年12月1日 平成14年2月26日

理事・評議員 成田　幸範 岐阜経済大学　経営学部長 平成15年2月1日 平成15年3月10日

理事・評議員 木村　隆之 岐阜経済大学　教授 平成16年5月27日 平成16年5月27日

理事・評議員 野松　敏雄 岐阜経済大学　教授 平成13年2月28日 平成13年2月28日

理事・評議員 浅野　照章 岐阜経済大学　事務局長 平成17年3月8日 平成16年5月27日

評　議　員 井上　孝二 揖斐川工業（株）代表取締役会長 昭和46年5月28日

評　議　員 今川　喜章 （株）丸順　代表取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 岩田　義文 イビデン（株）代表取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 小川　貴久 太平洋精工（株）代表取締役社長 平成15年5月31日

評　議　員 一柳　正義 西濃運輸（株）取締役秘書室担当 平成16年5月27日

評　議　員 川瀬　泰則 （株）川口屋ｽｰﾊﾟｰﾁｪﾝ代表取締役社長 平成16年5月27日

評　議　員 北村　一巳 北村医院院長 平成15年5月31日

評　議　員 清水　義之 （株）十六銀行顧問 昭和58年5月31日

評　議　員 田中　良幸 サンメッセ（株）代表取締役社長 平成14年2月26日

評　議　員 堤　 俊彦 日本耐酸壜工業（株）取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 山田　雄司 （株）大垣共立銀行　常務取締役 平成14年2月26日

評　議　員 三輪　髙史 ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ（株）取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 山中　茂樹 （株）山中工務店代表取締役 平成15年5月31日

評　議　員 河合　伸泰 河合石灰工業（株）常務取締役 平成17年3月8日

評　議　員 竹本　憲司 愛知県職員 昭和50年5月30日

評　議　員 安田　益次 西濃ビル管理（株）代表取締役 平成7年5月31日

評　議　員 桑原　利幸 ｼｰｹｰｺﾝｸﾘｰﾄ工業（株）代表取締役社長 平成8年5月29日

評　議　員 恩田　秀比良（株）ｵﾝﾀﾞ製作所常務取締役 平成11年5月31日

評　議　員 岡本　高廣 同大学　参事兼入試広報課長 平成16年5月27日

評　議　員 林    敏明 同大学　学生課長 平成16年5月27日

評　議　員 上谷　月子 同大学　財務課長 平成17年3月8日

評　議　員 松井　典子 同大学　総務企画課長 平成17年8月8日

監 　　　事 子安　一徳　大垣市教育長 平成9年5月28日

監 　　　事 矢橋　慎哉 矢橋工業（株）取締役社長 平成15年5月31日
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４．教員数 

平成１８年３月３１日現在 

下段（ ）内は平成１７年３月３１日現在 

専 任 教 員 
区 分 

経済学部 経営学部 小 計 

客員 

教授 

非常勤 

講 師 
計 

学 長  
１名

(１名)

１名

(１名)

教 授 
１８名 

(１７名) 

１３名

(１４名)

３１名

(３１名)

助教授 
１０名 

(１１名) 

７名

(８名)

１７名

(１９名)

講 師 
４名 

(４名) 

３名

(３名)

７名

(７名)

６名 

(４名) 

８８名 

(８７名) 
教員数 

計 
３２名 

(３２名) 

２４名

(２６名)

５６名

(５８名)

６名 

(４名) 

８８名 

(８７名) 

１５０名 

(１４９名)

＊ 専任教員のうち学位「博士」の者１８名（経済学部９名 経営学部９名） 

 
５．事務職員数 

平成１８年３月３１日現在 

（ ）内は平成１７年３月３１日現在 

区  分 計 

専任職員 ３８名（４１名） 

嘱 託 員 ７名（ ６名） 

派遣職員 ７名（ ８名） 

計 ５２名（５５名） 
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Ⅱ．事業の概要 

１．当年度の事業の概要 

本学校法人岐阜経済大学の平成１７年度における事業の概要は、以下の通りです。 

 

（１）教育活動・学生支援 

① 特別奨学金事業 

成績・人物ともに良好で、経済的理由で修学が困難な学生、課外活動及び

文化、スポーツ、資格その他の社会活動で、特に顕著な功績をあげた学生に

対して奨学金を給付しました。給付者数は、個人で９１名（４万円～２千円）、

団体で２団体（１０万円～４万円）に給付しました。 

② 教育の国際化事業 

○ 協定大学との交換留学事業（協定先大学の授業料相当額を補助） 

平成１２年度から始まった協定大学との学生の交換留学（１年間）にお

いて、本学から上海財経大学へ毎年 1 名派遣し、上海財経大学から毎年２

名の受け入れを行っています。また、ハワイ大学へも過去５年間で５名の

学生を派遣しました。 

○ 海外語学研修事業（大学補助率５０％、上限１０万円） 

約１ヶ月間、海外の研修先で主にその国の語学を修学します。平成１７

年度は上海財経大学へ１名、ハワイ大学へ４名派遣しました。過去５年間

では、上海財経大学へ５名、ハワイ大学へ１０名を派遣しました。 

○ 異文化体験事業（大学補助率４０％） 

各国の文化事情や会社訪問をして経済事情を学習するために、約２週間

の旅程で行われます。平成１７年度はアメリカ合衆国へ１２名を派遣しま

した。 

③ 強化指定クラブへの各種助成事業 

３団体（硬式野球部・陸上競技部・ボート部）を強化指定クラブに指定し、

各団体には年間５００万円を限度に、指導者手当・遠征費・合宿費・物品購

入等への助成を行っています。 

④ キャリア形成支援・就職支援 

１年次から就職に対する意識を高めるために、基礎学力の向上や業界研

究・企業研究の方法等について、キャリア形成Ⅰ～Ⅳやインターンシッププ

ログラムを実施し、１，１０５名の参加者がありました。また、キャリアア

ドバイザー２名を配置し、個別指導や求人開拓をサポートしています。なお、

キャリア形成Ⅳは、岐阜県国際ネットワーク大学コンソーシアムと（社）岐

阜県経営者協会からの寄附講座です。 

キャリアアップ支援事業として、資格取得講座１６講座１８コースを実施

しました。 
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（２）研究・産官学連携活動 

① 受託・共同研究事業 

岐阜県河川環境研究所との共同研究や岐阜県を始めとする自治体等との受

託研究を９件（総額 9,024,014円）行いました。 

② 産官学連携事業 

大垣共立銀行・共立総合研究所との「西濃地域の活性化策」に関する共同

研究を開始し、その中間報告を『地域経済』第２５集にまとめました。 

また、大垣市商店街振興組合連合会・大垣商工会議所・大垣市と「中心市

街地活性化のための四者協定」を締結しました。 

③ 講師派遣・公開講座 

小中高等学校における総合学習の時間を利用し講師派遣を６３校行いまし

た。また、公開講座として、コミュニティカレッジ（大垣市共催）、たかやま

市民カレッジ（高山市共催）、岐阜市ビジネススクール（岐阜市共催）、ぱる

る講座（岐阜新聞共催）を行い、延べ２００名を超える参加者がありました。 

 

（３）キャンパス整備事業 

① 体育施設及び課外活動施設の整備 

総合グランド内に、屋内練習場・屋根付休憩場を整備し、課外活動の充実

を図りました。 

② 食堂空調機取替工事 

食堂の空調設備故障により一部取替工事を行い、厨房器具においても一部

修理を行いました。 

③ 施設設備の維持管理に伴う補修工事 

体育施設を中心に取替・補修工事を行いました。 

・ サッカー場、体育館の照明設備の取替 

・ 総合グランド内井戸用圧力タンク取替 

・ 体育センター内トイレ補修工事 

・ １、２号館前渡り通路漏水補修工事 

 

（４）スポーツ経営学科開設記念イベントの開催 

平成１８年度経営学部スポーツ経営学科開設に伴い、平成１７年１２月２日（金）

に大垣市スイトピアセンター文化ホールにて、スポーツ経営学科開設プレイベント

特別公開講座「やる気を引き出すコーチング －選手の論理 指導者の論理－」を

開催しました。後藤寿彦（本学客員教授）、井端弘和選手（中日ドラゴンズ）、高橋

由伸選手（読売ジャイアンツ）を講師に迎え、６００名を超える多くの方にご参加

いただきました。 
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２．設備の状況 

本学校地は所有地 102,257.27㎡と駐車場借地として 7,261.00㎡からなっています。 

（校地・校舎の概要） 

種 別 建 物 
敷地面積

（㎡） 

建物床面積

（㎡） 
備 考 

1～11号館 31,788.00 19,927.64

1号館は管理棟、2～6号館は講義棟（教

室）、8号館は福祉実習センター、9号

館は情報センター、10・11号館は研究

棟 

講堂 1,600.00 1,731.79 7号館は講堂 

図書館 1,550.00 3,599.64  

体育館 3,690.00 3,546.90
第 1～5アリーナ、第 1は多目的使用、

第 5はトレーニングルーム 

学生談話ホール等 1,206.00 999.41 1階は多目的ホール、2階は集会室 

クラブハウス 

１～5等 
2,352.00 2,347.76  

食堂 2,356.00 3,535.76  

校 舎 敷 地

その他の建物 558.00 395.2 自転車置場、倉庫等 

計 45,100.00 36,084.10
 

体育センター 106.92

野球場、ラグビー場、400mトラック、

サッカー場、テニスコート、管理人室、

教員控室（体育センター） 

更衣室 179.10  
グラウンド 

その他の建物 

47,170.00

55.05 物置 

計 47,170.00 341.07  

留学生宿舎 327.00 473.20 収容数 20名 

寄 宿 舎

教職員宿舎 662.27 163.95 木造平屋建 3棟 

計 989.27 637.15  

（所有地） 8,998.00 収容台数 490台 

駐 車 場

（借 地） 7,261.00 収容台数 227台 

計 16,259.00  

合計 109,518.27 37,062.22  
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（講義室・演習室等の内訳） 

規 模 等 室 数 備 考 

大教室（300～450人収容） 9室  

中教室（132～210人収容） 5室  

小教室（50～54人収容） 28室  

演習室（24～30人収容） 26室  

実習室（17～62人） 9室 9号館情報実習室等 パソコン 330台及び LAN施設 

研究室 100室 10号館（40室）、11号館（60室） 

 

（図書館の概要）    蔵書冊数 308,002冊 

階層 A棟（事務室・カウンター） B棟（旧書庫） C棟（新書庫） 

 新聞（縮刷版） 洋雑誌、地域経済関係 
BF1 

 卒業論文 地域経済関係 

身障者用トイレ 新着雑誌（和･洋） 和書（歴史関係） 

事務室 マイクロフィルムリーダー 和雑誌（バックナンバー）

ブラウジングルーム 

（15人収容） 
研究費図書保管用 有価証券報告書 

1F 

第 1閲覧室（60人収容）   

カウンター 百科事典・辞書類 和書（社会科学系） 
2F 

第 2閲覧室（200人収容）   

第 3閲覧室（100人収容） 洋書 和書（全般） 

学習室 Penguin Books  3F 

第 1・2ビデオ室   

 洋書 年鑑・統計類 
4F 

 ロシア語図書 OECD関連図書 

  中国語図書 
5F 

  個人文庫 
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Ⅲ．財務の概要 

昨今の私大を取り巻く環境は大きな変革期を迎えています。平成１９年には少子化によ

る「大学全入時代」を迎え、入学者確保に向けて大学間の競争はますます激しくなるだろ

うと予測されます。このような状況のもと、本学においても学生数は減少傾向にあり、平

成１７年度の消費収入においては前年度より減収となり、帰属収入では前年比１億９千万

円余りの減収となりました。消費支出においては、教育・研究水準を低下させない範囲で

事業の見直しを行い、固定費の削減に努めてきました。消費支出では前年比２億５千万円

余り減少しましたが、単年度の消費収支差額は２億３千万円余りの支出超過となりました。 
本学の収入に占める７６％が授業料収入からであり、安定的な経営を図るためには学部

学科を魅力あるものに再編し、学生募集力を高めることが追求されます。 
以下に平成１７年度の決算状況を報告します。 

 

１．平成１７年度決算の状況 

（１）資金収支計算書 

「資金収支計算書」は、当該会計年度（４月１日～翌年３月３１日）の諸活

動に対応するすべての資金（現金の出入り）の動きを表したものです。 

資金収支の内容について、主な科目を説明します。 

① 収入の部 

〔学生生徒等納付金収入〕 

授業料、入学金、実習料、

施設設備資金等の収入です。

授業料納付学生数は１，５４

１名です。前年度比２２１名、

２億１，３４２万円減少して

います。 

〔補助金収入〕 

国庫補助金、地方公共団体

補助金の収入です。国庫補助

金は経常費補助金が１億８，

９７３万円、私立大学高度化

推進特別補助金２，０７７万

円、研究設備整備補助金(図

書)７３万円、私費外国人留学

生授業料減免補助金１，３８

３万円です。また、地方公共

団体補助金は岐阜県からの

高等教育機関地域連携推進

事業費補助金、結核予防費補助金です。 

（単位  千円）

収   　入　   の　   部

学生生徒等納付金収入 1,390,764 1,604,191 △ 213,427

手数料収入 28,981 23,453 5,528

寄付金収入 8,580 2,340 6,240

補助金収入 228,268 229,422 △ 1,154

資産運用収入 70,858 54,529 16,329

資産売却収入 1,201,077 100,000 1,101,077

事業収入 30,445 54,208 △ 23,763

雑収入 50,862 27,712 23,150

前受金収入 359,895 233,991 125,904

その他の収入 137,237 298,360 △ 161,123

資金収入調整勘定 △ 262,339 △ 345,462 83,123

当年度収入の部小計 3,244,628 2,282,744 961,884

前年度繰越支払資金 3,673,979 3,703,540 △ 29,561

収入の部合計 6,918,607 5,986,284 932,323

支     出     の     部

人件費支出 1,158,853 1,278,788 △ 119,935

教育研究経費支出 475,386 564,629 △ 89,243

管理経費支出 184,893 177,873 7,020

借入金等返済支出 0 12,458 △ 12,458

施設関係支出 72,260 111,402 △ 39,142

設備関係支出 28,728 37,844 △ 9,116

資産運用支出 1,200,000 100,000 1,100,000

その他の支出 52,942 67,058 △ 14,116

資金支出調整勘定 △ 29,908 △ 37,747 7,839

当年度支出の部小計 3,143,154 2,312,305 830,849

次年度繰越支払資金 3,775,453 3,673,979 101,474

支出の部合計 6,918,607 5,986,284 932,323

資 金 収 支 計 算 書

平成１７年 ４月 １日～平成１８年３月３１日まで

科　　     　目 平成１７年度 平成１６年度 前年度比

科　　    　目 平成１７年度 平成１６年度 前年度比
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〔資産運用収入〕 

定期預金等の受取利息収入です。前年度比１，６３２万円増加しています。

有価証券運用益の増加が主なものです。 

〔資産売却収入〕 

購入した社債の償還前売却および債券の早期償還売却収入です。 

〔前受金収入〕 

平成１７年度末入学手続時の納付金で平成１８年度新入生の「学生生徒等納

付金収入」です。 

平成１８年度開設のスポ－ツ経営学科の人気が好影響し、志願者および入学

者の増加に繋がりました。 

〔その他の収入〕 

特定資産からの取崩額として、減価償却引当特定資産２，４１９万円を、退

職給与引当特定資産５，０００万円をそれぞれ支払資金に繰り入れました。ま

た、前年度収入のうち実際の資金の受入れが当期になる「未収入金収入」など

です。 

〔資金収入調整勘定〕 

当期に実際の資金の受入れが行われない金額を収入から控除するものです。 

「期末未収入金」のほかに前年度末に入金した新入生の入学手続時の納付金

が「学生生徒等納付金収入」に含まれています。これは当年度の収入ではあり

ませんので「前期末前受金」として控除しています。 

 

② 支出の部 

〔人件費支出〕 

専任教職員等の給与および退職者への退職金支出等です。前年度比１億１，

９９３万円減少しています。これは基本給および賞与の削減(基本給８％＋賞与

０.６ヶ月)をおこなった結果です。 

人件費支出における教職員数等は下表のとおりです。 

平成１７年度 平成１６年度

専 任 教 員  56  58

非 常 勤 教 員  97 101

事 務 職 員  40  42

嘱 託   7   6

退 職 者   4   8

 

 

 

 

 

〔教育研究経費支出〕 

教育施設設備の整備、学生への奨学事業・語学留学助成事業・課外活動助成

事業などが主な支出で４億７，５３８万円となりました。前年度比８，９２４

万円減少しています。毎年、経常経費の見直しを実施しており、その結果が支

出の削減になっています。 
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〔管理経費支出〕 

学生募集経費および管理業務に要する各種費用が主な支出で１億８，４８９

万円となりました。前年度比７０２万円増加していますが、これは食堂等管理

施設設備の老朽化に伴う修繕費の増加が主なものです。 

〔施設関係支出〕 

屋内練習場建設工事、体育設備の補修等整備が主な支出で７，２２６万円と

なりました。 

〔資産運用支出〕 

保有する有価証券の早期償還に伴いその同額を買い替えました。 

〔その他の支出〕 

前年度支出のうち実際の資金の支払が当期になる「未払金支払支出」等です。 

〔資金支出調整勘定〕 

当期に実際の資金の支払いがない未払い分を「期末未払金」として控除する

ものです。 

以上の結果、「次年度繰越支払資金」は３７億７，５４５万円となり、収入の部の「前

年度繰越支払資金」より１億１４７万円増加しています。 

 

（２）消費収支計算書 

「消費収支計算書」は

資金の移動を伴わないも

の（現金の出入りの他に

消費していくもの）とし

て、減価償却額や退職給

与引当金繰入額などを計

上し、当該会計年度の消

費収入および消費支出の

均衡状態を表したもので

す。学校法人の経営状況

を示すもので企業会計の

「損益計算書」に当たる

ものです。 

消費収支計算書につい

ては、消費収支計算書の

収支科目の多くが資金収

支計算書の収支科目と共

通していますので、消費収支固有の内容について主なものを説明します。 

 （単位 千円）

消　　費　　収  　入　  の　  部

学生生徒等納付金 1,390,764 1,604,191 △ 213,427

手数料 28,981 23,453 5,528

寄付金 12,373 11,445 928

補助金 228,268 229,422 △ 1,154

資産運用収入 70,858 54,529 16,329

資産売却差額 1,077 0 1,077

事業収入 30,582 54,577 △ 23,995

雑収入 50,869 27,807 23,062

帰属収入合計 1,813,772 2,005,424 △ 191,652

基本金組入額合計 0 △ 118,178 118,178

消費収入の部合計 1,813,772 1,887,246 △ 73,474

消　　費　　支    出     の　  部

人件費 1,104,785 1,272,145 △ 167,360

教育研究経費 706,370 799,879 △ 93,509

（内減価償却額） 231,317 234,975 △ 3,658

管理経費 228,974 225,175 3,799

（内減価償却額） 44,250 46,714 △ 2,464

資産処分差額 6,631 3,229 3,402

徴収不能額 337 745 △ 408

消費支出の部合計 2,047,097 2,301,173 △ 254,076

当年度消費支出超過額 233,325 413,927 △ 180,602

前年度繰越消費収入超過額 5,089,150 5,503,077 △ 413,927

基本金取崩額 296,812 296,812

翌年度繰越消費収入超過額 5,152,637 5,089,150 63,487

消 費 収 支 計 算 書

平成１７年 ４月 １日～平成１８年３月３１日まで

科　　      　　　　目 平成１７年度 平成１６年度 前年度比

科　　      　　　　目 平成１７年度 平成１６年度 前年度比
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① 収入の部 

消費収入の部では「学生生徒等納付金」から「雑収入」までを帰属収入とい

います。帰属収入は学校法人の負債（返済義務のない収入）とならない収入の

ことです。したがって資金収支計算書の収入から資金の動きだけを示す「前受

金収入」、「その他の収入」、「資金収入調整勘定」等は除かれます。 

「寄付金」には現物寄付金を計上しています。団体などからの図書、ピッチ

ングマシンが主なもので、３７９万円増加しています。 

「資産売却差額」は満期償還前に売却した社債の収益を計上しています。 

 

② 支出の部 

消費支出の部では施設の建設費や機器備品・図書等の資本的支出に充当する

額(基本金組入額)を控除します。したがって資金収支計算書の支出科目からは

「施設関係支出」、「設備関係支出」「その他の支出」等は除かれますが、消

費支出として「教育研究経費」および「管理経費」には各々減価償却額を加算

しています。減価償却額は建物、機器備品などの固定資産の当期償却額を計上

します。 

「資産処分差額」には機器備品などの固定資産の除却（処分）による損金を

計上しています。 

「徴収不能額」には未回収となった宿舎費などを計上しています。 

以上の結果、帰属収入合計額から基本金組入額と消費支出合計額を差し引い

た当年度消費収支差額は２億３，３３２万円の支出超過となりました。なお、

当期は会計基準の一部改正に伴い基本金の取り扱いについて会計処理を変更し

ています。従来の方法によった場合と比較して基本金の取崩し額が組入額を超

えているため、基本金取崩額を計上しています。その結果当年度消費支出超過

額は減少しています。前年度からの繰越消費収入超過額から当年度消費支出超

過額を差し引き基本金取崩額を加算した翌年度繰越消費収入超過額は５１億５，

２６３万円となり前年度比６，３４８万円増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

補助金
12.6%

寄付金
0.7%

資産売
却差額
0.1%

事業収入
1.7%

資産運用
収入
3.9%

雑収入
2.8%

手数料
1.6%

学生生徒等
納付金
76.7%

①帰属収入　18億円

管理経費
11.2%

資産処分
差額
0.3%

徴収不能額
0.02%

教育研究
経費
34.5%

人件費
54.0%

③消費収支差額(①－②)　△2億円

※今年度は基本金取崩を行った為、基本金組入額は発生しない

②基本金組入額+消費支出　20億円
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（３）貸借対照表 

「貸借対照表」は年度末３月３１日における資産、負債および基本金等の状

況を表したものです。資産の総額から負債の総額を差し引いた「正味財産」は

１６１億８，０５４万円となり、前年度比２億３，３３２万円減少しています。

屋内練習場の建設事業、課外活動備品および課外活動車輛等教育事業の整備を

行いました。一方、老朽化に伴う食堂空調設備の一部取替えにより、減価償却

引当特定資産を、また退職者への支払いに当てるため、退職給与引当特定資産

をそれぞれ取崩し支払資金に充当しました。基本金では、会計基準の一部改正

に伴い基本金の取崩しを行ったため、前年度比２億９，６８１万円の基本金取

崩額が減少していますが、これは翌年度への繰越消費収入超過額へ加算される

ため、翌年度繰越消費収入超過額は前年度比６，３４８万円の増加となりまし

た。 

 （単位 千円）
資 産 の 部

固定資産 13,574,182 13,825,786 △ 251,604
有形固定資産 6,379,824 6,557,236 △ 177,412
その他の固定資産 7,194,358 7,268,550 △ 74,192
流動資産 3,805,615 3,721,476 84,139
資 産 の 部 合 計 17,379,797 17,547,262 △ 167,465
負 債 の 部
固定負債 793,297 847,365 △ 54,068
流動負債 405,956 286,029 119,927
負 債 の 部 合 計 1,199,253 1,133,394 △ 65,859
基 本 金 の 部
第１号基本金 10,825,906 11,122,718 △ 296,812
第４号基本金 202,000 202,000 0
基 本 金 の 部 合 計 11,027,906 11,324,718 △ 296,812
消 費 収 支 差 額 の 部 

翌年度繰越消費収入超過額 5,152,637 5,089,151 63,486
消費収支差額の部合計 5,152,637 5,089,151 63,486

17,379,797 17,547,262 △ 167,465

貸  借　対　照  表

平成１８年３月３１日

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減
負債の部、基本金の部及び消費収支
差額の部合計
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２．経年比較 

財務比率表　５ヵ年

76.7

60.9

12.6

91.9

98.9

103.3

114.7 112.9

80.0
75.9

80.0
81.8

63.4
60.4

57.556.2

38.939.9

33.932.9
28.1

11.410.19.88.4

0.70.60.31.20.2
0

20

40

60

80

100

120

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 (年度)

(％)

消費支出比率

学生生徒等納付金比率

人件費比率

教育研究経費比率

補助金比率

寄付金比率

▲ 消費支出比率
  （本学） （全国平均）
 　112.9　　　111.4
× 学生生徒等納付金比率
 　 76.7　　 　74.6
◆ 人件費比率
 　 60.9　　　 54.9
■ 教育研究経費比率
 　 38.9　　 　31.1
● 補助金比率
 　 12.6　　 　14.9
＊ 寄付金比率
 　　0.7　　　  1.7
（全国平均は平成16年度）

正味財産推移表

16,413,869

16,792,741

16,762,454
16,709,618

16,180,544

14,000,000

14,500,000

15,000,000

15,500,000

16,000,000

16,500,000

17,000,000

平成17年度 (年度)

(単位:千円)

年度末残高

 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度
※学校法人会計基準改正により平成 17 年度基本金の取崩しを実施した結果 
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236

100

18 18

3

20
33

214.4%

52.6%

7.3%

22.3%

4.0% 4.0%
0.7%

4.7%

0

50

100

150

200

250

関東甲信越 東海4県 北陸 近畿 中国・四国・九州 沖縄県 その他 留学生
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
人数

％

平成１８年度入学生出身地別一覧表

岐阜県　114
     (25.4％)
愛知県　 64
三重県　 31
静岡県　 27

富山県　12
石川県　 7
福井県　17

滋賀県　52
京都府　18
大阪府　 8
和歌山県 6
兵庫県　16

※転編入・大学院・留学生別科
を除く449名の内訳表

 

就職率の推移（過去３ヵ年） 

年 度 平成１７年度 平成１６年度 平成１５年度 

就 職 率 ９７．１％ ９３．４％ ９２．０％ 
全 国 平 均 ９５．３％ ９３．５％ ９３．１％ 

※全国平均については、毎年４月の調査数字 

 

製造業  ,
33.6%

小売業, 21.5%卸売業, 13.6%

サービス業,
9.4%

医療・福祉業,
6.8%

運輸業 , 5.3%

公務員, 1.1%

情報通信業 ,
1.5%

飲食店・宿泊
業, 1.9%

建設業, 3.4%

金融・保険業 ,
1.9%

業界別比率（平成１７年度）

京都以西, 5.3%

北陸, 4.5%
静岡県, 4.2%

長野県, 1.5%

愛知県, 23.4%

岐阜県, 43.4%

滋賀県, 10.6%

関東以北, 5.7%

地域別比率（平成１７年度）
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